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物販部分の面積が 1,000㎡以上の小売店舗の新設、又は営業時間の変更等を行う場合、

大規模小売店舗立地法（大店立地法）の手続きを行う必要があります。 

当協会は、環境コンサルタントと環境調査の両部門を有しているため、大店立地法の手

続きに必要な作業を迅速かつワンストップで行うことができます。自治体や地域住民との

調整力、調査・予測に関する確かな技術力で手続きを円滑に進め、いち早い店舗のオープ

ンに尽力します。開店後、環境面でのトラブルが発生した場合にも、適切な対策を検討し、

事業者様が安心して運営できる店舗づくりをサポートします。 

 

◆大店立地法の手続き業務の流れ◆ ※届出書の提出まで 3～6 ヶ月、手続き完了まで 1 年程度を要します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【お問い合わせ】 

環境部 環境保全課 

TEL：092-662-0445（環境保全課） 

FAX：092-662-0624 

大規模小売店舗立地法に基づく
手続き業務のご案内 

●事業計画・図面の受領 

事業計画や図面等の情報をご提供いただきます。 

●現況調査・将来予測 

出店に伴う周辺の生活環境への影響を把握するため、現況
の調査及び将来の予測を行います。 
調査・予測の対象は、主に交通と騒音の２項目です。 

●届出書の作成 

届出書には、駐車場、騒音、廃棄物等に関する計画を細かく
記載します。上述の調査・予測結果も添付します。 

●関係機関との事前協議 

作成した届出書を提出する前に、計画が適切かどうか、 
項目ごとに関係機関（役所の担当窓口）と協議を行います。 

●届出書の提出 

関係機関と事前協議済みの届出書を県に提出します。 

●審議会対応 

審議会では、委員が事業計画について質問や意見をします。
対応が必要な意見等が無ければ、手続きは完了です。 

●地元説明会の開催 

届出書の内容について、地元説明会を行います。 
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